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税外債権の適正な管理及び回収を強化するため、債権管理を担当する職

税 外 未 収 金 員を対象に、弁護士による研修及び法律相談を実施
86

回 収 支 援 事 業 研修実施日 平成30年７月12日、10月17日

法律相談実施日 平成30年11月15日、平成31年１月30日

４ 公共施設のファシリティマネジメント 184,971千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県及び市町村が保有する資産を経営資源として有効に活用するとともに

適正な管理を図り、経営的な観点から資産活用を推進するファシリティ

マネジメントを実施
県 域 フ ァ シ リ テ ィ

24,179 ファシリティマネジメント支援システムの機器更新・運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用

市町村との意見交換会及び市町村有施設の共同利用に向けたワーキン

ググループによる検討会を開催 14回

県庁舎系施設南部地域 県庁舎系施設南部地域再配置に伴う、旧五條高校跡地における五條市と

再 配 置 整 備 事 業 160,014 の合同庁舎整備にかかる負担金及び補助金

[ 庁 舎 等 整 備 ] 設計委託業務負担金、造成工事負担金、県有資産活用促進補助金

公の施設の運営改善及び利用者満足度の向上に活用するため、掲示板を

設置し、利用者からの意見及びその回答を掲示

公 の 施 設 運 営 改 善 設置場所 うだ・アニマルパーク、県立美術館、橿原考古学研究所附
778

推 進 プ ロ ジ ェ ク ト 属博物館、万葉文化館、民俗博物館、図書情報館、社会福

祉総合センター

意 見 数 522件

148 人 事 管 理 費 2,795,287 2,650,042 ５ 県庁の働き方改革の推進 29,659千円

人 事 課 国 581
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 負 2,414

財 政 課 財 17,892 千円 地方創生時代を勝ち抜く人材育成を図るため、平成29年３月に策定した

㊀ 2,629,155 パーソネルマネジメントの基本方針（「奈良県行政経営改革推進プログ

ラム」）に基づいた取組を実施

テレワークを推進するためサテライトオフィスの設置及び運営
新 た な パ ー ソ ネ ル

21,621 設置箇所数 ２カ所
マネジメント実践事業

管理職向けテレワーク研修の実施 １回

職員の業務改善スキルを習得・発揮するための研修の実施 ５回

育児休業代替職員の選考試験の実施 ２回

人事評価に関するシステムの導入

職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場づくりを推進

職員のセルフケアとしてのストレスチェック及び職員参加による職場

メンタルヘルス対策 環境改善の実施
8,038

推 進 事 業 カウンセラーや医師によるメンタルヘルス相談、産業医による面接指

導等

相談者数 542名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

148 一 般 管 理 費 4,451,970 4,091,258 地方創生の推進

秘 書 課 国 793,573
事 業 名 金 額 内 容

広 報 広 聴 課 負 46,418

政 策 推 進 課 手 65,053 千円 「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、
奈 良 県 地 方 創 生

国 際 課 財 54 715 「奈良県地方創生総合戦略」による取組を推進
推 進 事 業

総務部企画管理室 寄 127,604 奈良県地方創生本部会議、地方創生実践研修の開催等

法 務 文 書 課 繰 106,915

行政経営・ファシリ 諸 768 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

ティマネジメント課 ㊀ 2,950,873 １ 県民との対話 4,212千円

人 事 課 翌年度へ繰越
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 10,457

財 政 課 千円 地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長、テーマの専門家による
地 域 フ ォ ー ラ ム

管 財 課 3,499 パネルディスカッションを行うフォーラムを開催
開 催 事 業

情 報 シ ス テ ム 課 実施回数 ９回

県 有 施 設 営 繕 課

会 計 局 多様化・複雑化する県政の課題を解決するため、県内の大学等に在籍す

監 査 委 員 事 務 局 る学生等から、県政に関わる政策提案を募集し、公開コンペにより優秀
県 内 大 学 生 が 創 る

713 と認められる提案を事業化するとともに、学生等も事業実施に参加
奈 良 の 未 来 事 業

応募数 12提案

最優秀賞１提案、優秀賞２提案を選考

２ マネジメントサイクルの推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成29年度 重点課題に関す
行 政 評 価 の 実 施 789

る評価」としてとりまとめ、公表

３ 財政マネジメント 3,438千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県出資法人等の会計担当者を対象とした地方公会計等に関するセミナー

第 ３ セ ク タ ー 等 を開催
444

マネジメント強化事業 実施日 平成31年２月22日、３月14日

「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成・公表

本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

2,908 るとともに、寄付金の受入れを促進
寄 付 金 推 進 事 業

寄付金額 127,603,741円 寄付件数 652件

総 務 費
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税外債権の適正な管理及び回収を強化するため、債権管理を担当する職

税 外 未 収 金 員を対象に、弁護士による研修及び法律相談を実施
86

回 収 支 援 事 業 研修実施日 平成30年７月12日、10月17日

法律相談実施日 平成30年11月15日、平成31年１月30日

４ 公共施設のファシリティマネジメント 184,971千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県及び市町村が保有する資産を経営資源として有効に活用するとともに

適正な管理を図り、経営的な観点から資産活用を推進するファシリティ

マネジメントを実施
県 域 フ ァ シ リ テ ィ

24,179 ファシリティマネジメント支援システムの機器更新・運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用

市町村との意見交換会及び市町村有施設の共同利用に向けたワーキン

ググループによる検討会を開催 14回

県庁舎系施設南部地域 県庁舎系施設南部地域再配置に伴う、旧五條高校跡地における五條市と

再 配 置 整 備 事 業 160,014 の合同庁舎整備にかかる負担金及び補助金

[ 一 部 庁 舎 等 整 備 ] 設計委託業務負担金、造成工事負担金、県有資産活用促進補助金

公の施設の運営改善及び利用者満足度の向上に活用するため、掲示板を

設置し、利用者からの意見及びその回答を掲示

公 の 施 設 運 営 改 善 設置場所 うだ・アニマルパーク、県立美術館、橿原考古学研究所附
778

推 進 プ ロ ジ ェ ク ト 属博物館、万葉文化館、民俗博物館、図書情報館、社会福

祉総合センター

意 見 数 522件

148 人 事 管 理 費 2,795,287 2,650,042 ５ 県庁の働き方改革の推進 29,659千円

人 事 課 国 581
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 負 2,414

財 政 課 財 17,892 千円 地方創生時代を勝ち抜く人材育成を図るため、平成29年３月に策定した

㊀ 2,629,155 パーソネルマネジメントの基本方針（「奈良県行政経営改革推進プログ

ラム」）に基づいた取組を実施

テレワークを推進するためサテライトオフィスの設置及び運営
新 た な パ ー ソ ネ ル

21,621 設置箇所数 ２カ所
マネジメント実践事業

管理職向けテレワーク研修の実施 １回

職員の業務改善スキルを習得・発揮するための研修の実施 ５回

育児休業代替職員の選考試験の実施 ２回

人事評価に関するシステムの導入

職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場づくりを推進

職員のセルフケアとしてのストレスチェック及び職員参加による職場

メンタルヘルス対策 環境改善の実施
8,038

推 進 事 業 カウンセラーや医師によるメンタルヘルス相談、産業医による面接指

導等

相談者数 542名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

148 一 般 管 理 費 4,451,970 4,091,258 地方創生の推進

秘 書 課 国 793,573
事 業 名 金 額 内 容

広 報 広 聴 課 負 46,418

政 策 推 進 課 手 65,053 千円 「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、
奈 良 県 地 方 創 生

国 際 課 財 54 715 「奈良県地方創生総合戦略」による取組を推進
推 進 事 業

総務部企画管理室 寄 127,604 奈良県地方創生本部会議、地方創生実践研修の開催等

法 務 文 書 課 繰 106,915

行政経営・ファシリ 諸 768 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

ティマネジメント課 ㊀ 2,950,873 １ 県民との対話 4,212千円

人 事 課 翌年度へ繰越
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 10,457

財 政 課 千円 地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長、テーマの専門家による
地 域 フ ォ ー ラ ム

管 財 課 3,499 パネルディスカッションを行うフォーラムを開催
開 催 事 業

情 報 シ ス テ ム 課 実施回数 ９回

県 有 施 設 営 繕 課

会 計 局 多様化・複雑化する県政の課題を解決するため、県内の大学等に在籍す

監 査 委 員 事 務 局 る学生等から、県政に関わる政策提案を募集し、公開コンペにより優秀
県 内 大 学 生 が 創 る

713 と認められる提案を事業化するとともに、学生等も事業実施に参加
奈 良 の 未 来 事 業

応募数 12提案

最優秀賞１提案、優秀賞２提案を選考

２ マネジメントサイクルの推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成29年度 重点課題に関す
行 政 評 価 の 実 施 789

る評価」としてとりまとめ、公表

３ 財政マネジメント 3,438千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県出資法人等の会計担当者を対象とした地方公会計等に関するセミナー

第 ３ セ ク タ ー 等 を開催
444

マネジメント強化事業 実施日 平成31年２月22日、３月14日

「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成・公表

本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

2,908 るとともに、寄付金の受入れを促進
寄 付 金 推 進 事 業

寄付金額 127,603,741円 寄付件数 652件
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税 外 未 収 金 員を対象に、弁護士による研修及び法律相談を実施
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回 収 支 援 事 業 研修実施日 平成30年７月12日、10月17日

法律相談実施日 平成30年11月15日、平成31年１月30日

４ 公共施設のファシリティマネジメント 184,971千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県及び市町村が保有する資産を経営資源として有効に活用するとともに

適正な管理を図り、経営的な観点から資産活用を推進するファシリティ

マネジメントを実施
県 域 フ ァ シ リ テ ィ

24,179 ファシリティマネジメント支援システムの機器更新・運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用

市町村との意見交換会及び市町村有施設の共同利用に向けたワーキン

ググループによる検討会を開催 14回

県庁舎系施設南部地域 県庁舎系施設南部地域再配置に伴う、旧五條高校跡地における五條市と

再 配 置 整 備 事 業 160,014 の合同庁舎整備にかかる負担金及び補助金

[ 庁 舎 等 整 備 ] 設計委託業務負担金、造成工事負担金、県有資産活用促進補助金

公の施設の運営改善及び利用者満足度の向上に活用するため、掲示板を

設置し、利用者からの意見及びその回答を掲示

公 の 施 設 運 営 改 善 設置場所 うだ・アニマルパーク、県立美術館、橿原考古学研究所附
778

推 進 プ ロ ジ ェ ク ト 属博物館、万葉文化館、民俗博物館、図書情報館、社会福

祉総合センター

意 見 数 522件

148 人 事 管 理 費 2,795,287 2,650,042 ５ 県庁の働き方改革の推進 29,659千円

人 事 課 国 581
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 負 2,414

財 政 課 財 17,892 千円 地方創生時代を勝ち抜く人材育成を図るため、平成29年３月に策定した

㊀ 2,629,155 パーソネルマネジメントの基本方針（「奈良県行政経営改革推進プログ

ラム」）に基づいた取組を実施

テレワークを推進するためサテライトオフィスの設置及び運営
新 た な パ ー ソ ネ ル

21,621 設置箇所数 ２カ所
マネジメント実践事業

管理職向けテレワーク研修の実施 １回

職員の業務改善スキルを習得・発揮するための研修の実施 ５回

育児休業代替職員の選考試験の実施 ２回

人事評価に関するシステムの導入

職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場づくりを推進

職員のセルフケアとしてのストレスチェック及び職員参加による職場

メンタルヘルス対策 環境改善の実施
8,038

推 進 事 業 カウンセラーや医師によるメンタルヘルス相談、産業医による面接指

導等

相談者数 542名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

148 一 般 管 理 費 4,451,970 4,091,258 地方創生の推進

秘 書 課 国 793,573
事 業 名 金 額 内 容

広 報 広 聴 課 負 46,418

政 策 推 進 課 手 65,053 千円 「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、
奈 良 県 地 方 創 生

国 際 課 財 54 715 「奈良県地方創生総合戦略」による取組を推進
推 進 事 業

総務部企画管理室 寄 127,604 奈良県地方創生本部会議、地方創生実践研修の開催等

法 務 文 書 課 繰 106,915

行政経営・ファシリ 諸 768 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

ティマネジメント課 ㊀ 2,950,873 １ 県民との対話 4,212千円

人 事 課 翌年度へ繰越
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 10,457

財 政 課 千円 地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長、テーマの専門家による
地 域 フ ォ ー ラ ム

管 財 課 3,499 パネルディスカッションを行うフォーラムを開催
開 催 事 業

情 報 シ ス テ ム 課 実施回数 ９回

県 有 施 設 営 繕 課

会 計 局 多様化・複雑化する県政の課題を解決するため、県内の大学等に在籍す

監 査 委 員 事 務 局 る学生等から、県政に関わる政策提案を募集し、公開コンペにより優秀
県 内 大 学 生 が 創 る

713 と認められる提案を事業化するとともに、学生等も事業実施に参加
奈 良 の 未 来 事 業

応募数 12提案

最優秀賞１提案、優秀賞２提案を選考

２ マネジメントサイクルの推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成29年度 重点課題に関す
行 政 評 価 の 実 施 789

る評価」としてとりまとめ、公表

３ 財政マネジメント 3,438千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県出資法人等の会計担当者を対象とした地方公会計等に関するセミナー

第 ３ セ ク タ ー 等 を開催
444

マネジメント強化事業 実施日 平成31年２月22日、３月14日

「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成・公表

本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

2,908 るとともに、寄付金の受入れを促進
寄 付 金 推 進 事 業

寄付金額 127,603,741円 寄付件数 652件

総 務 費
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税外債権の適正な管理及び回収を強化するため、債権管理を担当する職

税 外 未 収 金 員を対象に、弁護士による研修及び法律相談を実施
86

回 収 支 援 事 業 研修実施日 平成30年７月12日、10月17日

法律相談実施日 平成30年11月15日、平成31年１月30日

４ 公共施設のファシリティマネジメント 184,971千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県及び市町村が保有する資産を経営資源として有効に活用するとともに

適正な管理を図り、経営的な観点から資産活用を推進するファシリティ

マネジメントを実施
県 域 フ ァ シ リ テ ィ

24,179 ファシリティマネジメント支援システムの機器更新・運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用
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778
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148 人 事 管 理 費 2,795,287 2,650,042 ５ 県庁の働き方改革の推進 29,659千円

人 事 課 国 581
事 業 名 金 額 内 容
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円
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事 業 名 金 額 内 容
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事 業 名 金 額 内 容
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開 催 事 業

情 報 シ ス テ ム 課 実施回数 ９回
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県 内 大 学 生 が 創 る

713 と認められる提案を事業化するとともに、学生等も事業実施に参加
奈 良 の 未 来 事 業

応募数 12提案

最優秀賞１提案、優秀賞２提案を選考

２ マネジメントサイクルの推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成29年度 重点課題に関す
行 政 評 価 の 実 施 789

る評価」としてとりまとめ、公表

３ 財政マネジメント 3,438千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県出資法人等の会計担当者を対象とした地方公会計等に関するセミナー

第 ３ セ ク タ ー 等 を開催
444

マネジメント強化事業 実施日 平成31年２月22日、３月14日

「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成・公表

本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

2,908 るとともに、寄付金の受入れを促進
寄 付 金 推 進 事 業

寄付金額 127,603,741円 寄付件数 652件
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「なら いいね！」

広報紙「県民だより奈良」のテレビ番組

放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分

第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）

「せんとくん通信」

現地リポートにより奈良の地域情報を発信

放送日 毎週 水曜日 18時30分頃～（約10分）

「県政フラッシュ」

県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組

テレビによる県政広報 261,782 放送日 毎週 日曜日・火曜日 22時54分～23時

「ならフライデー９」

１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュース

番組

放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時52分

「奈良県ウィークリー情報」

テレビのデータ放送により、県政情報を発信

「県政スポットＣＭ」

県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送

放送回数 年742回

イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信
2,789

放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年190本

スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、県のジャーナル等の情報

奈 良 の ニ ュ ー ス 7,638
をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネー

よ る 県 政 ニ ュ ー ス 5,901 ジの管理

発 信 事 業 設置箇所 ６カ所

新聞等による県政広報 43,097 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

開催回数 基本研修（講義） ４回

「相談ならダイヤル」 実践研修（ロールプレイング） ３回
1,080

の 運 営 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 46.4 56.6 64.7

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

総 務 事 務 シ ス テ ム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ
116,780

の 運 用 ムの運用

７ 職員の相互派遣による交流の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交
ふるさと知事ネット

流を実施
ワーク 職員の相互 99

期 間 ２年
派遣による交流事業

相互派遣先 宮崎県１名（平成29年４月より派遣）

150 自 治 研 修 費 100,319 91,009 ８ 戦略的な人材の育成

(人 事 課) 財 50
事 業 名 金 額 内 容

諸 6,052

㊀ 84,907 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施

新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 1,029名修了

研修科目の一部を民間研修機関に委託

能力開発研修（公募選択制）の実施

知識・技能養成プログラム ８科目 計 239名修了

業務遂行能力養成プログラム ６科目 計 131名修了

実践的かつ効果的な 折衝・調整力養成プログラム ７科目 計 160名修了
42,505

研 修 の 実 施 うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 86名修了

研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施

自治大学校への職員派遣 ３名

政策研究大学院大学への職員派遣 修士課程１年 ２名

短期特別研修 １名

自治体国際化協会への職員派遣 ２名

152 広 報 広 聴 費 582,014 540,367 ９ 情報発信力の強化 503,112千円

(広 報 広 聴 課) 国 4,671
事 業 名 金 額 内 容

諸 16,275

㊀ 519,421 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 560,300部／回
180,825

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回

声の県民だより奈良 年12回発行 135部／回

総 務 費
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広報紙「県民だより奈良」のテレビ番組

放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分

第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）

「せんとくん通信」

現地リポートにより奈良の地域情報を発信

放送日 毎週 水曜日 18時30分頃～（約10分）

「県政フラッシュ」

県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組

テレビによる県政広報 261,782 放送日 毎週 日曜日・火曜日 22時54分～23時

「ならフライデー９」

１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュース

番組

放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時52分

「奈良県ウィークリー情報」

テレビのデータ放送により、県政情報を発信

「県政スポットＣＭ」

県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送

放送回数 年742回

イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信
2,789

放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年190本

スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、県のジャーナル等の情報

奈 良 の ニ ュ ー ス 7,638
をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネー

よ る 県 政 ニ ュ ー ス 5,901 ジの管理

発 信 事 業 設置箇所 ６カ所

新聞等による県政広報 43,097 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

開催回数 基本研修（講義） ４回

「相談ならダイヤル」 実践研修（ロールプレイング） ３回
1,080

の 運 営 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 46.4 56.6 64.7

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

総 務 事 務 シ ス テ ム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ
116,780

の 運 用 ムの運用

７ 職員の相互派遣による交流の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交
ふるさと知事ネット

流を実施
ワーク 職員の相互 99

期 間 ２年
派遣による交流事業

相互派遣先 宮崎県１名（平成29年４月より派遣）

150 自 治 研 修 費 100,319 91,009 ８ 戦略的な人材の育成

(人 事 課) 財 50
事 業 名 金 額 内 容

諸 6,052

㊀ 84,907 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施

新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 1,029名修了

研修科目の一部を民間研修機関に委託

能力開発研修（公募選択制）の実施

知識・技能養成プログラム ８科目 計 239名修了

業務遂行能力養成プログラム ６科目 計 131名修了

実践的かつ効果的な 折衝・調整力養成プログラム ７科目 計 160名修了
42,505

研 修 の 実 施 うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 86名修了

研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施

自治大学校への職員派遣 ３名

政策研究大学院大学への職員派遣 修士課程１年 ２名

短期特別研修 １名

自治体国際化協会への職員派遣 ２名

152 広 報 広 聴 費 582,014 540,367 ９ 情報発信力の強化 503,112千円

(広 報 広 聴 課) 国 4,671
事 業 名 金 額 内 容

諸 16,275

㊀ 519,421 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 560,300部／回
180,825

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回
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「県政スポットＣＭ」
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放送回数 年742回

イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信
2,789
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スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、県のジャーナル等の情報

奈 良 の ニ ュ ー ス 7,638
をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネー

よ る 県 政 ニ ュ ー ス 5,901 ジの管理

発 信 事 業 設置箇所 ６カ所

新聞等による県政広報 43,097 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

開催回数 基本研修（講義） ４回

「相談ならダイヤル」 実践研修（ロールプレイング） ３回
1,080

の 運 営 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 46.4 56.6 64.7

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

総 務 事 務 シ ス テ ム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ
116,780

の 運 用 ムの運用

７ 職員の相互派遣による交流の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交
ふるさと知事ネット

流を実施
ワーク 職員の相互 99

期 間 ２年
派遣による交流事業

相互派遣先 宮崎県１名（平成29年４月より派遣）

150 自 治 研 修 費 100,319 91,009 ８ 戦略的な人材の育成

(人 事 課) 財 50
事 業 名 金 額 内 容

諸 6,052

㊀ 84,907 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施

新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 1,029名修了

研修科目の一部を民間研修機関に委託

能力開発研修（公募選択制）の実施

知識・技能養成プログラム ８科目 計 239名修了

業務遂行能力養成プログラム ６科目 計 131名修了

実践的かつ効果的な 折衝・調整力養成プログラム ７科目 計 160名修了
42,505

研 修 の 実 施 うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 86名修了

研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施

自治大学校への職員派遣 ３名

政策研究大学院大学への職員派遣 修士課程１年 ２名

短期特別研修 １名

自治体国際化協会への職員派遣 ２名

152 広 報 広 聴 費 582,014 540,367 ９ 情報発信力の強化 503,112千円

(広 報 広 聴 課) 国 4,671
事 業 名 金 額 内 容

諸 16,275

㊀ 519,421 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 560,300部／回
180,825

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回

声の県民だより奈良 年12回発行 135部／回

総 務 費
－10－

「なら いいね！」

広報紙「県民だより奈良」のテレビ番組

放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分

第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）

「せんとくん通信」

現地リポートにより奈良の地域情報を発信

放送日 毎週 水曜日 18時30分頃～（約10分）

「県政フラッシュ」

県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組

テレビによる県政広報 261,782 放送日 毎週 日曜日・火曜日 22時54分～23時

「ならフライデー９」

１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュース

番組

放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時52分

「奈良県ウィークリー情報」

テレビのデータ放送により、県政情報を発信

「県政スポットＣＭ」

県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送

放送回数 年742回

イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信
2,789

放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年190本

スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、県のジャーナル等の情報

奈 良 の ニ ュ ー ス 7,638
をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネー

よ る 県 政 ニ ュ ー ス 5,901 ジの管理

発 信 事 業 設置箇所 ６カ所

新聞等による県政広報 43,097 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

開催回数 基本研修（講義） ４回

「相談ならダイヤル」 実践研修（ロールプレイング） ３回
1,080

の 運 営 成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 46.4 56.6 64.7

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

総 務 事 務 シ ス テ ム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ
116,780

の 運 用 ムの運用

７ 職員の相互派遣による交流の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交
ふるさと知事ネット

流を実施
ワーク 職員の相互 99

期 間 ２年
派遣による交流事業

相互派遣先 宮崎県１名（平成29年４月より派遣）

150 自 治 研 修 費 100,319 91,009 ８ 戦略的な人材の育成

(人 事 課) 財 50
事 業 名 金 額 内 容

諸 6,052

㊀ 84,907 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施

新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 1,029名修了

研修科目の一部を民間研修機関に委託

能力開発研修（公募選択制）の実施

知識・技能養成プログラム ８科目 計 239名修了

業務遂行能力養成プログラム ６科目 計 131名修了

実践的かつ効果的な 折衝・調整力養成プログラム ７科目 計 160名修了
42,505

研 修 の 実 施 うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 86名修了

研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施

自治大学校への職員派遣 ３名

政策研究大学院大学への職員派遣 修士課程１年 ２名

短期特別研修 １名

自治体国際化協会への職員派遣 ２名

152 広 報 広 聴 費 582,014 540,367 ９ 情報発信力の強化 503,112千円

(広 報 広 聴 課) 国 4,671
事 業 名 金 額 内 容

諸 16,275

㊀ 519,421 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 560,300部／回
180,825

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回

声の県民だより奈良 年12回発行 135部／回

－11－



予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財
統 合 財 務 シ ス テ ム

70,526 務システムの運用
の 運 用

新元号に対応するためのシステム改修

申 請 等 行 政 手 続 の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続き

オンラインサービス 8,550 が行えるシステムの運用

運 用 事 業 電子申請対象事務 350事務 施設予約 10事務

テレワーク環境の整備・運用

奈良県文化会館にサテライトオフィスの基盤を整備
新 た な パ ー ソ ネ ル

7,605 利用開始日 平成30年７月24日
マネジメント実践事業

モバイルワーク用パソコン（100台）の整備・運用

利用開始日 平成31年１月４日

158 国 際 交 流 推 進 費 324,317 232,797 県内宿泊客増加に向けた観光の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 117 国際交流等の推進 93,619千円

手 33,592
事 業 名 金 額 内 容

財 2,275

諸 22,456 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 174,357 国際交流に関心のある青年を派遣

韓国忠清南道 平成30年９月15日～19日

中 国 陝 西 省 平成31年２月27日～３月３日

友好提携地方政府等 スイスベルン州 平成31年３月10日～16日
7,626

と の 友 好 交 流 事 業 戦略的専門分野交流の実施

文化財保護分野から県立橿原考古学研究所職員１名を中国陝西省に

派遣 平成30年11月１日～平成31年３月15日

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

友好交流事業実施件数（件） 12 12 12

外国人留学生社寺、文化・観光施設入館無料パスポート（まほろばパス）

の発行

外国人留学生支援事業 7,375 留学生向けイベントの実施 83回

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

まほろばパス発行枚数（枚） 980 1,161 1,178

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

154 会 計 管 理 費 130,846 125,666 10 内部統制

(会 計 局) 諸 36,727
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 88,939
千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

公 契 約 条 例 奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経
64

適 正 運 用 事 業 験者への意見聴取を実施

平成30年９月19日、20日

156 財 産 管 理 費 4,374,088 4,219,112 11 外部委託の推進

総務厚生センター 国 1,746
事 業 名 金 額 内 容

財 政 課 使 157,402

管 財 課 財 33,542 千円 部局長車両運行業務の委託
定 型 的 業 務 の

県 有 施 設 営 繕 課 諸 27,378 10,451 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間
外 部 委 託 化 の 推 進

起 37,200 委託を実施

㊀ 3,961,844

156 情 報 管 理 費 756,273 740,192 頻繁に訪れてもらえる、住み続けられる南部地域・東部地域の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(情 報 シ ス テ ム 課) 諸 3,511 住み続けられる地域づくり

㊀ 736,681
事 業 名 金 額 内 容

千円 整備に係る公債費のうち、地方交付税算入額及び事業者負担分を差し引
携 帯 電 話 等

3,500 いた額を補助
エ リ ア 整 備 事 業

補助先 御杖村、吉野町、十津川村、東吉野村

経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

電子自治体の推進 286,809千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 統合宛名システムの保守及び接続テストの実施
マイナンバー制度の

全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す
運 用 及 び 180,413

る地方公共団体情報システム機構への負担金
セ キ ュ リ テ ィ 対 策

マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離

人 事 給 与 シ ス テ ム コスト削減、セキュリティの向上及び業務効率の向上を図った人事給与
19,715

の 運 用 システムの運用

総 務 費
－12－

予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財
統 合 財 務 シ ス テ ム

70,526 務システムの運用
の 運 用

新元号に対応するためのシステム改修

申 請 等 行 政 手 続 の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続き

オンラインサービス 8,550 が行えるシステムの運用

運 用 事 業 電子申請対象事務 350事務 施設予約 10事務

テレワーク環境の整備・運用

奈良県文化会館にサテライトオフィスの基盤を整備
新 た な パ ー ソ ネ ル

7,605 利用開始日 平成30年７月24日
マネジメント実践事業

モバイルワーク用パソコン（100台）の整備・運用

利用開始日 平成31年１月４日

158 国 際 交 流 推 進 費 324,317 232,797 県内宿泊客増加に向けた観光の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 117 国際交流等の推進 93,619千円

手 33,592
事 業 名 金 額 内 容

財 2,275

諸 22,456 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 174,357 国際交流に関心のある青年を派遣

韓国忠清南道 平成30年９月15日～19日

中 国 陝 西 省 平成31年２月27日～３月３日

友好提携地方政府等 スイスベルン州 平成31年３月10日～16日
7,626

と の 友 好 交 流 事 業 戦略的専門分野交流の実施

文化財保護分野から県立橿原考古学研究所職員１名を中国陝西省に

派遣 平成30年11月１日～平成31年３月15日

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

友好交流事業実施件数（件） 12 12 12

外国人留学生社寺、文化・観光施設入館無料パスポート（まほろばパス）

の発行

外国人留学生支援事業 7,375 留学生向けイベントの実施 83回

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

まほろばパス発行枚数（枚） 980 1,161 1,178

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

154 会 計 管 理 費 130,846 125,666 10 内部統制

(会 計 局) 諸 36,727
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 88,939
千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

公 契 約 条 例 奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経
64

適 正 運 用 事 業 験者への意見聴取を実施

平成30年９月19日、20日

156 財 産 管 理 費 4,374,088 4,219,112 11 外部委託の推進

総務厚生センター 国 1,746
事 業 名 金 額 内 容

財 政 課 使 157,402

管 財 課 財 33,542 千円 部局長車両運行業務の委託
定 型 的 業 務 の

県 有 施 設 営 繕 課 諸 27,378 10,451 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間
外 部 委 託 化 の 推 進

起 37,200 委託を実施

㊀ 3,961,844

156 情 報 管 理 費 756,273 740,192 頻繁に訪れてもらえる、住み続けられる南部地域・東部地域の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(情 報 シ ス テ ム 課) 諸 3,511 住み続けられる地域づくり

㊀ 736,681
事 業 名 金 額 内 容

千円 整備に係る公債費のうち、地方交付税算入額及び事業者負担分を差し引
携 帯 電 話 等

3,500 いた額を補助
エ リ ア 整 備 事 業

補助先 御杖村、吉野町、十津川村、東吉野村

経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

電子自治体の推進 286,809千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 統合宛名システムの保守及び接続テストの実施
マイナンバー制度の

全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す
運 用 及 び 180,413

る地方公共団体情報システム機構への負担金
セ キ ュ リ テ ィ 対 策

マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離

人 事 給 与 シ ス テ ム コスト削減、セキュリティの向上及び業務効率の向上を図った人事給与
19,715

の 運 用 システムの運用
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予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財
統 合 財 務 シ ス テ ム

70,526 務システムの運用
の 運 用

新元号に対応するためのシステム改修

申 請 等 行 政 手 続 の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続き

オンラインサービス 8,550 が行えるシステムの運用

運 用 事 業 電子申請対象事務 350事務 施設予約 10事務

テレワーク環境の整備・運用

奈良県文化会館にサテライトオフィスの基盤を整備
新 た な パ ー ソ ネ ル

7,605 利用開始日 平成30年７月24日
マネジメント実践事業

モバイルワーク用パソコン（100台）の整備・運用

利用開始日 平成31年１月４日

158 国 際 交 流 推 進 費 324,317 232,797 県内宿泊客増加に向けた観光の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 117 国際交流等の推進 93,619千円

手 33,592
事 業 名 金 額 内 容

財 2,275

諸 22,456 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 174,357 国際交流に関心のある青年を派遣

韓国忠清南道 平成30年９月15日～19日

中 国 陝 西 省 平成31年２月27日～３月３日

友好提携地方政府等 スイスベルン州 平成31年３月10日～16日
7,626

と の 友 好 交 流 事 業 戦略的専門分野交流の実施

文化財保護分野から県立橿原考古学研究所職員１名を中国陝西省に

派遣 平成30年11月１日～平成31年３月15日

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

友好交流事業実施件数（件） 12 12 12

外国人留学生社寺、文化・観光施設入館無料パスポート（まほろばパス）

の発行

外国人留学生支援事業 7,375 留学生向けイベントの実施 83回

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

まほろばパス発行枚数（枚） 980 1,161 1,178

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

154 会 計 管 理 費 130,846 125,666 10 内部統制

(会 計 局) 諸 36,727
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 88,939
千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

公 契 約 条 例 奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経
64

適 正 運 用 事 業 験者への意見聴取を実施

平成30年９月19日、20日

156 財 産 管 理 費 4,374,088 4,219,112 11 外部委託の推進

総務厚生センター 国 1,746
事 業 名 金 額 内 容

財 政 課 使 157,402

管 財 課 財 33,542 千円 部局長車両運行業務の委託
定 型 的 業 務 の

県 有 施 設 営 繕 課 諸 27,378 10,451 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間
外 部 委 託 化 の 推 進

起 37,200 委託を実施

㊀ 3,961,844

156 情 報 管 理 費 756,273 740,192 頻繁に訪れてもらえる、住み続けられる南部地域・東部地域の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(情 報 シ ス テ ム 課) 諸 3,511 住み続けられる地域づくり

㊀ 736,681
事 業 名 金 額 内 容

千円 整備に係る公債費のうち、地方交付税算入額及び事業者負担分を差し引
携 帯 電 話 等

3,500 いた額を補助
エ リ ア 整 備 事 業

補助先 御杖村、吉野町、十津川村、東吉野村

経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

電子自治体の推進 286,809千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 統合宛名システムの保守及び接続テストの実施
マイナンバー制度の

全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す
運 用 及 び 180,413

る地方公共団体情報システム機構への負担金
セ キ ュ リ テ ィ 対 策

マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離

人 事 給 与 シ ス テ ム コスト削減、セキュリティの向上及び業務効率の向上を図った人事給与
19,715

の 運 用 システムの運用

総 務 費
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予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財
統 合 財 務 シ ス テ ム

70,526 務システムの運用
の 運 用

新元号に対応するためのシステム改修

申 請 等 行 政 手 続 の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続き

オンラインサービス 8,550 が行えるシステムの運用

運 用 事 業 電子申請対象事務 350事務 施設予約 10事務

テレワーク環境の整備・運用

奈良県文化会館にサテライトオフィスの基盤を整備
新 た な パ ー ソ ネ ル

7,605 利用開始日 平成30年７月24日
マネジメント実践事業

モバイルワーク用パソコン（100台）の整備・運用

利用開始日 平成31年１月４日

158 国 際 交 流 推 進 費 324,317 232,797 県内宿泊客増加に向けた観光の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 117 国際交流等の推進 93,619千円

手 33,592
事 業 名 金 額 内 容

財 2,275

諸 22,456 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 174,357 国際交流に関心のある青年を派遣

韓国忠清南道 平成30年９月15日～19日

中 国 陝 西 省 平成31年２月27日～３月３日

友好提携地方政府等 スイスベルン州 平成31年３月10日～16日
7,626

と の 友 好 交 流 事 業 戦略的専門分野交流の実施

文化財保護分野から県立橿原考古学研究所職員１名を中国陝西省に

派遣 平成30年11月１日～平成31年３月15日

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

友好交流事業実施件数（件） 12 12 12

外国人留学生社寺、文化・観光施設入館無料パスポート（まほろばパス）

の発行

外国人留学生支援事業 7,375 留学生向けイベントの実施 83回

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

まほろばパス発行枚数（枚） 980 1,161 1,178

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

154 会 計 管 理 費 130,846 125,666 10 内部統制

(会 計 局) 諸 36,727
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 88,939
千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

公 契 約 条 例 奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経
64

適 正 運 用 事 業 験者への意見聴取を実施

平成30年９月19日、20日

156 財 産 管 理 費 4,374,088 4,219,112 11 外部委託の推進

総務厚生センター 国 1,746
事 業 名 金 額 内 容

財 政 課 使 157,402

管 財 課 財 33,542 千円 部局長車両運行業務の委託
定 型 的 業 務 の

県 有 施 設 営 繕 課 諸 27,378 10,451 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間
外 部 委 託 化 の 推 進

起 37,200 委託を実施

㊀ 3,961,844

156 情 報 管 理 費 756,273 740,192 頻繁に訪れてもらえる、住み続けられる南部地域・東部地域の振興［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(情 報 シ ス テ ム 課) 諸 3,511 住み続けられる地域づくり

㊀ 736,681
事 業 名 金 額 内 容

千円 整備に係る公債費のうち、地方交付税算入額及び事業者負担分を差し引
携 帯 電 話 等

3,500 いた額を補助
エ リ ア 整 備 事 業

補助先 御杖村、吉野町、十津川村、東吉野村

経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

電子自治体の推進 286,809千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 統合宛名システムの保守及び接続テストの実施
マイナンバー制度の

全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す
運 用 及 び 180,413

る地方公共団体情報システム機構への負担金
セ キ ュ リ テ ィ 対 策

マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離

人 事 給 与 シ ス テ ム コスト削減、セキュリティの向上及び業務効率の向上を図った人事給与
19,715

の 運 用 システムの運用
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164 賦 課 徴 収 費 3,578,575 3,441,184 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 手 3,761
事 業 名 金 額 内 容

諸 1,108

㊀ 3,436,315 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

び納付に向けた法人の実態調査を実施

納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税収納手段を提供

コンビニエンスストアでの自動車税等の納付

マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付

徴収強化に向けた取組 26,070 インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

自動車税の滞納者に対する給与差押の強化

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理

168 防 災 対 策 費 397,446 389,271 地域防災力・消防救急体制の充実と犯罪・交通事故抑止対策の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 1,828 １ 地域防災力の充実 167,555千円

消 防 救 急 課 負 4,285
事 業 名 金 額 内 容

諸 197

起 800 千円 奈良県国土強靱化地域計画推進事業

㊀ 382,161 奈良県国土強靱化地域計画の着実な推進を図るため、アクションプラ

ンの適切な進捗管理を実施

県の防災体制強化の 防災訓練事業

た め の 計 画 策 定 ・ 3,533 大規模災害を想定したより実践的な訓練として、防災総合訓練、林野

訓 練 の 実 施 等 火災消火訓練、緊急物資円滑供給連携訓練を実施

災害体制の機能充実事業

災害対策本部事務局の設備及び被災地活動のための資機材等の充実

災害時緊急連絡員の編成 16名

市町村住民避難対策支援事業

市町村の住民避難対策を支援するため、県内市町村において、避難勧

告等発令基準に基づく避難勧告等発令訓練を実施

市 町 村 の 防 災 体 制 災害対応市町村連携訓練実施事業
788

強 化 の た め の 支 援 市町村防災担当者災害対応研修の開催

開催日 平成31年２月８日

災害対応市町村連携訓練の実施

実施日 平成31年２月６日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会

合を開催

第９回東アジア地方政府会合の開催
東アジア地方政府会合

61,536 開催日 平成30年11月１日～３日
の 開 催

会 場 ホテル日航奈良

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

会員地方政府数（地方政府） 69 70 72

「平城遷都1300年記念アジアコスモポリタン賞」の第４回授賞式、記念

フォーラム及び関連教育プログラムを国際機関との共同により実施
平城遷都1300年記念

開 催 日 平成31年１月９日～11日
アジアコスモポリタン賞 16,624

会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～、
授 賞 関 連 事 業

奈良女子大学、奈良県立大学

参加者数 680名

高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ７回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 458 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（やさしい日本語版

・英語版）を作成

部数 4,000部

160 統 計 総 務 費 189,716 163,778 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 125,307 １ マネジメント力の強化

㊀ 38,471
事 業 名 金 額 内 容

千円 「統計重視の文化」を県全域に定着させ、統計リテラシーの向上を図る

ための取組を実施

「奈良スタットイベント」の開催

開 催 日 平成30年11月16日
奈良県統計リテラシー

728 市町村向け統計分析相談窓口の設置
向 上 事 業

市町村職員向け統計研修の実施

実施回数 ２回

職員の統計知識・能力の向上を図るための研修を実施

実施回数 ４回

総 務 費
－14－

164 賦 課 徴 収 費 3,578,575 3,441,184 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 手 3,761
事 業 名 金 額 内 容

諸 1,108

㊀ 3,436,315 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

び納付に向けた法人の実態調査を実施

納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税収納手段を提供

コンビニエンスストアでの自動車税等の納付

マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付

徴収強化に向けた取組 26,070 インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

自動車税の滞納者に対する給与差押の強化

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理

168 防 災 対 策 費 397,446 389,271 地域防災力・消防救急体制の充実と犯罪・交通事故抑止対策の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 1,828 １ 地域防災力の充実 167,555千円

消 防 救 急 課 負 4,285
事 業 名 金 額 内 容

諸 197

起 800 千円 奈良県国土強靱化地域計画推進事業

㊀ 382,161 奈良県国土強靱化地域計画の着実な推進を図るため、アクションプラ

ンの適切な進捗管理を実施

県の防災体制強化の 防災訓練事業

た め の 計 画 策 定 ・ 3,533 大規模災害を想定したより実践的な訓練として、防災総合訓練、林野

訓 練 の 実 施 等 火災消火訓練、緊急物資円滑供給連携訓練を実施

災害体制の機能充実事業

災害対策本部事務局の設備及び被災地活動のための資機材等の充実

災害時緊急連絡員の編成 16名

市町村住民避難対策支援事業

市町村の住民避難対策を支援するため、県内市町村において、避難勧

告等発令基準に基づく避難勧告等発令訓練を実施

市 町 村 の 防 災 体 制 災害対応市町村連携訓練実施事業
788

強 化 の た め の 支 援 災害対応市町村連携訓練の実施

実施日 平成31年２月６日

市町村防災担当者災害対応研修の開催

開催日 平成31年２月８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会

合を開催

第９回東アジア地方政府会合の開催
東アジア地方政府会合

61,536 開催日 平成30年11月１日～３日
の 開 催

会 場 ホテル日航奈良

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

会員地方政府数（地方政府） 69 70 72

「平城遷都1300年記念アジアコスモポリタン賞」の第４回授賞式、記念

フォーラム及び関連教育プログラムを国際機関との共同により実施
平城遷都1300年記念

開 催 日 平成31年１月９日～11日
アジアコスモポリタン賞 16,624

会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～、
授 賞 関 連 事 業

奈良女子大学、奈良県立大学

参加者数 680名

高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ７回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 458 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（やさしい日本語版

・英語版）を作成

部数 4,000部

160 統 計 総 務 費 189,716 163,778 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 125,307 １ マネジメント力の強化

㊀ 38,471
事 業 名 金 額 内 容

千円 「統計重視の文化」を県全域に定着させ、統計リテラシーの向上を図る

ための取組を実施

「奈良スタットイベント」の開催

開 催 日 平成30年11月16日
奈良県統計リテラシー

728 市町村向け統計分析相談窓口の設置
向 上 事 業

市町村職員向け統計研修の実施

実施回数 ２回

職員の統計知識・能力の向上を図るための研修を実施

実施回数 ４回

－15－



164 賦 課 徴 収 費 3,578,575 3,441,184 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 手 3,761
事 業 名 金 額 内 容

諸 1,108

㊀ 3,436,315 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

び納付に向けた法人の実態調査を実施

納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税収納手段を提供

コンビニエンスストアでの自動車税等の納付

マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付

徴収強化に向けた取組 26,070 インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

自動車税の滞納者に対する給与差押の強化

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理

168 防 災 対 策 費 397,446 389,271 地域防災力・消防救急体制の充実と犯罪・交通事故抑止対策の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 1,828 １ 地域防災力の充実 167,555千円

消 防 救 急 課 負 4,285
事 業 名 金 額 内 容

諸 197

起 800 千円 奈良県国土強靱化地域計画推進事業

㊀ 382,161 奈良県国土強靱化地域計画の着実な推進を図るため、アクションプラ

ンの適切な進捗管理を実施

県の防災体制強化の 防災訓練事業

た め の 計 画 策 定 ・ 3,533 大規模災害を想定したより実践的な訓練として、防災総合訓練、林野

訓 練 の 実 施 等 火災消火訓練、緊急物資円滑供給連携訓練を実施

災害体制の機能充実事業

災害対策本部事務局の設備及び被災地活動のための資機材等の充実

災害時緊急連絡員の編成 16名

市町村住民避難対策支援事業

市町村の住民避難対策を支援するため、県内市町村において、避難勧

告等発令基準に基づく避難勧告等発令訓練を実施

市 町 村 の 防 災 体 制 災害対応市町村連携訓練実施事業
788

強 化 の た め の 支 援 市町村防災担当者災害対応研修の開催

開催日 平成31年２月８日

災害対応市町村連携訓練の実施

実施日 平成31年２月６日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会

合を開催

第９回東アジア地方政府会合の開催
東アジア地方政府会合

61,536 開催日 平成30年11月１日～３日
の 開 催

会 場 ホテル日航奈良

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

会員地方政府数（地方政府） 69 70 72

「平城遷都1300年記念アジアコスモポリタン賞」の第４回授賞式、記念

フォーラム及び関連教育プログラムを国際機関との共同により実施
平城遷都1300年記念

開 催 日 平成31年１月９日～11日
アジアコスモポリタン賞 16,624

会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～、
授 賞 関 連 事 業

奈良女子大学、奈良県立大学

参加者数 680名

高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ７回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 458 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（やさしい日本語版

・英語版）を作成

部数 4,000部

160 統 計 総 務 費 189,716 163,778 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 125,307 １ マネジメント力の強化

㊀ 38,471
事 業 名 金 額 内 容

千円 「統計重視の文化」を県全域に定着させ、統計リテラシーの向上を図る

ための取組を実施

「奈良スタットイベント」の開催

開 催 日 平成30年11月16日
奈良県統計リテラシー

728 市町村向け統計分析相談窓口の設置
向 上 事 業

市町村職員向け統計研修の実施

実施回数 ２回

職員の統計知識・能力の向上を図るための研修を実施

実施回数 ４回

総 務 費
－14－

164 賦 課 徴 収 費 3,578,575 3,441,184 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 手 3,761
事 業 名 金 額 内 容

諸 1,108

㊀ 3,436,315 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

び納付に向けた法人の実態調査を実施

納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税収納手段を提供

コンビニエンスストアでの自動車税等の納付

マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付

徴収強化に向けた取組 26,070 インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

自動車税の滞納者に対する給与差押の強化

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理

168 防 災 対 策 費 397,446 389,271 地域防災力・消防救急体制の充実と犯罪・交通事故抑止対策の推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 1,828 １ 地域防災力の充実 167,555千円

消 防 救 急 課 負 4,285
事 業 名 金 額 内 容

諸 197

起 800 千円 奈良県国土強靱化地域計画推進事業

㊀ 382,161 奈良県国土強靱化地域計画の着実な推進を図るため、アクションプラ

ンの適切な進捗管理を実施

県の防災体制強化の 防災訓練事業

た め の 計 画 策 定 ・ 3,533 大規模災害を想定したより実践的な訓練として、防災総合訓練、林野

訓 練 の 実 施 等 火災消火訓練、緊急物資円滑供給連携訓練を実施

災害体制の機能充実事業

災害対策本部事務局の設備及び被災地活動のための資機材等の充実

災害時緊急連絡員の編成 16名

市町村住民避難対策支援事業

市町村の住民避難対策を支援するため、県内市町村において、避難勧

告等発令基準に基づく避難勧告等発令訓練を実施

市 町 村 の 防 災 体 制 災害対応市町村連携訓練実施事業
788

強 化 の た め の 支 援 災害対応市町村連携訓練の実施

実施日 平成31年２月６日

市町村防災担当者災害対応研修の開催

開催日 平成31年２月８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会

合を開催

第９回東アジア地方政府会合の開催
東アジア地方政府会合

61,536 開催日 平成30年11月１日～３日
の 開 催

会 場 ホテル日航奈良

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

会員地方政府数（地方政府） 69 70 72

「平城遷都1300年記念アジアコスモポリタン賞」の第４回授賞式、記念

フォーラム及び関連教育プログラムを国際機関との共同により実施
平城遷都1300年記念

開 催 日 平成31年１月９日～11日
アジアコスモポリタン賞 16,624

会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～、
授 賞 関 連 事 業

奈良女子大学、奈良県立大学

参加者数 680名

高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ７回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 458 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（やさしい日本語版

・英語版）を作成

部数 4,000部

160 統 計 総 務 費 189,716 163,778 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 125,307 １ マネジメント力の強化

㊀ 38,471
事 業 名 金 額 内 容

千円 「統計重視の文化」を県全域に定着させ、統計リテラシーの向上を図る

ための取組を実施

「奈良スタットイベント」の開催

開 催 日 平成30年11月16日
奈良県統計リテラシー

728 市町村向け統計分析相談窓口の設置
向 上 事 業

市町村職員向け統計研修の実施

実施回数 ２回

職員の統計知識・能力の向上を図るための研修を実施

実施回数 ４回

－15－



２ 耐震化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 地震による住宅の倒壊等の被害から県民の命を守るため、耐震シェルタ

奈良県耐震シェルター ーの設置費用の助成を行う市町村に対し補助
111

設 置 補 助 事 業 補助率 1／4

補助先 大和郡山市、橿原市、生駒市

３ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

191,543 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

168 消 防 連 絡 調 整 費 183,361 182,398 ４ 消防救急体制の充実 144,582千円

(消 防 救 急 課) 国 17,330
事 業 名 金 額 内 容

手 11,906

㊀ 153,162 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用

管制システム（ｅ－ 51,992 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ Ｃ Ｈ ） 事 業 運用医療機関数 57病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

78,861 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 16市町村及び奈良県広域消防組合

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20

消 防 ポ ン プ 車 ２台 三郷町、下市町

消防力強化支援事業 13,729 積 載 車 １台 宇陀市

小型動力ポンプ車 １台 川上村

防 火 水 槽 １基 野迫川村

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県防災の日及び防災週間（７月～９月）において、県・市町村・関

係機関等が防災訓練や啓発イベント等を集中的に実施

み ん な で 取 り 組 む 「歴史から学び、未来につなげる防災講演会」の開催

奈 良 県 防 災 活 動 749 開催日 平成30年９月２日

推 進 事 業 みんなで取り組む県内一斉地震訓練（ナラ・シェイクアウト）の実施

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

ナラ・シェイクアウト参加登録者数（名） 117,899 127,458 119,421

防災の準備・避難・避難所づくりなどに女性ならではの気付きや工夫を

女性視点の防災ハンド 取り入れるため、「女性視点の防災ハンドブック」検討委員会を開催し、
2,914

ブ ッ ク 作 成 事 業 女性視点の防災ハンドブックを作成

開催回数 ３回 作成部数 15,000部

防衛省等に対する陸上自衛隊駐屯地等の配置要望及び情報収集

陸上自衛隊駐屯地誘致の早期実現に向けた具体策の検討

駐屯地誘致県・市検討会等の開催

実施回数 ６回 会場 五條市役所等

広域防災拠点に隣接した陸上自衛隊駐屯地誘致の検討
陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

8,113 誘致気運の醸成のための県民向け各種イベントの開催
誘 致 推 進 事 業

駐屯地見学行事の開催

会場 大久保駐屯地（京都府）、八尾駐屯地（大阪府）

防災講演会の開催

開催日 平成31年２月２日 会場 奈良県文化会館

参加者 約1,000名

南海トラフ巨大地震等が発生した際、県内外からの大量の人的・物的支
奈良県広域防災拠点

3,148 援を受け入れ、被災地を迅速に支援できる広域防災拠点（防災基地）の
整 備 準 備 事 業

整備のための検討

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
147,284

ワーク管理運営事業 の維持管理

全国瞬時警報システム 災害及び国民保護事案発生時に緊急情報を直ちに伝えるため、全国瞬時
1,026

整 備 事 業 警報システム（Ｊアラート）の機器を更新

総 務 費
－16－

２ 耐震化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 地震による住宅の倒壊等の被害から県民の命を守るため、耐震シェルタ

奈良県耐震シェルター ーの設置費用の助成を行う市町村に対し補助
111

設 置 補 助 事 業 補助率 1／4

補助先 大和郡山市、橿原市、生駒市

３ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

191,543 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

168 消 防 連 絡 調 整 費 183,361 182,398 ４ 消防救急体制の充実 144,582千円

(消 防 救 急 課) 国 17,330
事 業 名 金 額 内 容

手 11,906

㊀ 153,162 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用

管制システム（ｅ－ 51,992 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ Ｃ Ｈ ） 事 業 運用医療機関数 57病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

78,861 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 16市町村及び奈良県広域消防組合

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20

消 防 ポ ン プ 車 ２台 三郷町、下市町

消防力強化支援事業 13,729 積 載 車 １台 宇陀市

小型動力ポンプ車 １台 川上村

防 火 水 槽 １基 野迫川村

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県防災の日及び防災週間（７月～９月）において、県・市町村・関

係機関等が防災訓練や啓発イベント等を集中的に実施

み ん な で 取 り 組 む 「歴史から学び、未来につなげる防災講演会」の開催

奈 良 県 防 災 活 動 749 開催日 平成30年９月２日

推 進 事 業 みんなで取り組む県内一斉地震訓練（ナラ・シェイクアウト）の実施

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

ナラ・シェイクアウト参加登録者数（名） 117,899 127,458 119,421

防災の準備・避難・避難所づくりなどに女性ならではの気付きや工夫を

女性視点の防災ハンド 取り入れるため、「女性視点の防災ハンドブック」検討委員会を開催し、
2,914

ブ ッ ク 作 成 事 業 女性視点の防災ハンドブックを作成

開催回数 ３回 作成部数 15,000部

防衛省等に対する陸上自衛隊駐屯地等の配置要望及び情報収集

陸上自衛隊駐屯地誘致の早期実現に向けた具体策の検討

駐屯地誘致県・市検討会等の開催

実施回数 ６回 会場 五條市役所等

広域防災拠点に隣接した陸上自衛隊駐屯地誘致の検討
陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

8,113 誘致気運の醸成のための県民向け各種イベントの開催
誘 致 推 進 事 業

駐屯地見学行事の開催

会場 大久保駐屯地（京都府）、八尾駐屯地（大阪府）

防災講演会の開催

開催日 平成31年２月２日 会場 奈良県文化会館

参加者 約1,000名

南海トラフ巨大地震等が発生した際、県内外からの大量の人的・物的支
奈良県広域防災拠点

3,148 援を受け入れ、被災地を迅速に支援できる広域防災拠点（防災基地）の
整 備 準 備 事 業

整備のための検討

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
147,284

ワーク管理運営事業 の維持管理

全国瞬時警報システム 災害及び国民保護事案発生時に緊急情報を直ちに伝えるため、全国瞬時
1,026

整 備 事 業 警報システム（Ｊアラート）の機器を更新

－17－



２ 耐震化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 地震による住宅の倒壊等の被害から県民の命を守るため、耐震シェルタ

奈良県耐震シェルター ーの設置費用の助成を行う市町村に対し補助
111

設 置 補 助 事 業 補助率 1／4

補助先 大和郡山市、橿原市、生駒市

３ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

191,543 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

168 消 防 連 絡 調 整 費 183,361 182,398 ４ 消防救急体制の充実 144,582千円

(消 防 救 急 課) 国 17,330
事 業 名 金 額 内 容

手 11,906

㊀ 153,162 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用

管制システム（ｅ－ 51,992 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ Ｃ Ｈ ） 事 業 運用医療機関数 57病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

78,861 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 16市町村及び奈良県広域消防組合

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20

消 防 ポ ン プ 車 ２台 三郷町、下市町

消防力強化支援事業 13,729 積 載 車 １台 宇陀市

小型動力ポンプ車 １台 川上村

防 火 水 槽 １基 野迫川村

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県防災の日及び防災週間（７月～９月）において、県・市町村・関

係機関等が防災訓練や啓発イベント等を集中的に実施

み ん な で 取 り 組 む 「歴史から学び、未来につなげる防災講演会」の開催

奈 良 県 防 災 活 動 749 開催日 平成30年９月２日

推 進 事 業 みんなで取り組む県内一斉地震訓練（ナラ・シェイクアウト）の実施

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

ナラ・シェイクアウト参加登録者数（名） 117,899 127,458 119,421

防災の準備・避難・避難所づくりなどに女性ならではの気付きや工夫を

女性視点の防災ハンド 取り入れるため、「女性視点の防災ハンドブック」検討委員会を開催し、
2,914

ブ ッ ク 作 成 事 業 女性視点の防災ハンドブックを作成

開催回数 ３回 作成部数 15,000部

防衛省等に対する陸上自衛隊駐屯地等の配置要望及び情報収集

陸上自衛隊駐屯地誘致の早期実現に向けた具体策の検討

駐屯地誘致県・市検討会等の開催

実施回数 ６回 会場 五條市役所等

広域防災拠点に隣接した陸上自衛隊駐屯地誘致の検討
陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

8,113 誘致気運の醸成のための県民向け各種イベントの開催
誘 致 推 進 事 業

駐屯地見学行事の開催

会場 大久保駐屯地（京都府）、八尾駐屯地（大阪府）

防災講演会の開催

開催日 平成31年２月２日 会場 奈良県文化会館

参加者 約1,000名

南海トラフ巨大地震等が発生した際、県内外からの大量の人的・物的支
奈良県広域防災拠点

3,148 援を受け入れ、被災地を迅速に支援できる広域防災拠点（防災基地）の
整 備 準 備 事 業

整備のための検討

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
147,284

ワーク管理運営事業 の維持管理

全国瞬時警報システム 災害及び国民保護事案発生時に緊急情報を直ちに伝えるため、全国瞬時
1,026

整 備 事 業 警報システム（Ｊアラート）の機器を更新

総 務 費
－16－

２ 耐震化の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 地震による住宅の倒壊等の被害から県民の命を守るため、耐震シェルタ

奈良県耐震シェルター ーの設置費用の助成を行う市町村に対し補助
111

設 置 補 助 事 業 補助率 1／4

補助先 大和郡山市、橿原市、生駒市

３ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

191,543 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

168 消 防 連 絡 調 整 費 183,361 182,398 ４ 消防救急体制の充実 144,582千円

(消 防 救 急 課) 国 17,330
事 業 名 金 額 内 容

手 11,906

㊀ 153,162 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用

管制システム（ｅ－ 51,992 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ Ｃ Ｈ ） 事 業 運用医療機関数 57病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

78,861 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 16市町村及び奈良県広域消防組合

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20

消 防 ポ ン プ 車 ２台 三郷町、下市町

消防力強化支援事業 13,729 積 載 車 １台 宇陀市

小型動力ポンプ車 １台 川上村

防 火 水 槽 １基 野迫川村

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県防災の日及び防災週間（７月～９月）において、県・市町村・関

係機関等が防災訓練や啓発イベント等を集中的に実施

み ん な で 取 り 組 む 「歴史から学び、未来につなげる防災講演会」の開催

奈 良 県 防 災 活 動 749 開催日 平成30年９月２日

推 進 事 業 みんなで取り組む県内一斉地震訓練（ナラ・シェイクアウト）の実施

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

ナラ・シェイクアウト参加登録者数（名） 117,899 127,458 119,421

防災の準備・避難・避難所づくりなどに女性ならではの気付きや工夫を

女性視点の防災ハンド 取り入れるため、「女性視点の防災ハンドブック」検討委員会を開催し、
2,914

ブ ッ ク 作 成 事 業 女性視点の防災ハンドブックを作成

開催回数 ３回 作成部数 15,000部

防衛省等に対する陸上自衛隊駐屯地等の配置要望及び情報収集

陸上自衛隊駐屯地誘致の早期実現に向けた具体策の検討

駐屯地誘致県・市検討会等の開催

実施回数 ６回 会場 五條市役所等

広域防災拠点に隣接した陸上自衛隊駐屯地誘致の検討
陸 上 自 衛 隊 駐 屯 地

8,113 誘致気運の醸成のための県民向け各種イベントの開催
誘 致 推 進 事 業

駐屯地見学行事の開催

会場 大久保駐屯地（京都府）、八尾駐屯地（大阪府）

防災講演会の開催

開催日 平成31年２月２日 会場 奈良県文化会館

参加者 約1,000名

南海トラフ巨大地震等が発生した際、県内外からの大量の人的・物的支
奈良県広域防災拠点

3,148 援を受け入れ、被災地を迅速に支援できる広域防災拠点（防災基地）の
整 備 準 備 事 業

整備のための検討

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
147,284

ワーク管理運営事業 の維持管理

全国瞬時警報システム 災害及び国民保護事案発生時に緊急情報を直ちに伝えるため、全国瞬時
1,026

整 備 事 業 警報システム（Ｊアラート）の機器を更新

－17－



174 事 務 局 費 174,420 165,091 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 165,091] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
監 査 に お け る

事務局内研修の実施
外 部 専 門 人 材 の 108

平成31年１月29日
活 用 事 業

民間研修機関の講習会への参加

平成30年６月14日・15日、平成31年３月７日・８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

172 安全・安心まちづくり 12,925 10,368 ５ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 [㊀ 10,368]
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心
千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の策定

まちづくり推進課
全国地域安全運動奈良県民大会の開催

開催日 平成30年10月６日 参加者数 約700名

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 247名

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

リーダー研修修了者を対象としたフォローアップ研修の実施

開催日 平成31年２月26日 受講者数 123名

場 所 奈良県文化会館

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

46回延べ61名を自治会・自主防犯団体・自主防災組織などに派遣

安全・安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援
安全・安心まちづくり

5,496 実施箇所 斑鳩町（６月24日）、曽爾村（７月８日）、
推 進 事 業

田原本町（８月５日）、御杖村（10月14日）、

香芝市（11月25日）、桜井市（１月20日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰 など

地域防災支援担当者制度の創設 選任数 ７名

奈良県地域防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主防犯活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 112事業所

情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と懇談会の実施

巡回数 51事業所 懇談会 平成30年11月13日

自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支

援する市町村に対し補助

補 助 率 1／2

補助上限 200千円／地区

補 助 先 生駒市、平群町、明日香村、広陵町、大淀町

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

自主防災組織率（％） 75.9 79.5 83.7

総 務 費
－18－

174 事 務 局 費 174,420 165,091 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 165,091] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
監 査 に お け る

事務局内研修の実施
外 部 専 門 人 材 の 108

平成31年１月29日
活 用 事 業

民間研修機関の講習会への参加

平成30年６月14日・15日、平成31年３月７日・８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

172 安全・安心まちづくり 12,925 10,368 ５ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 [㊀ 10,368]
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心
千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の策定

まちづくり推進課
全国地域安全運動奈良県民大会の開催

開催日 平成30年10月６日 参加者数 約700名

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 247名

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

リーダー研修修了者を対象としたフォローアップ研修の実施

開催日 平成31年２月26日 受講者数 123名

場 所 奈良県文化会館

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

46回延べ61名を自治会・自主防犯団体・自主防災組織などに派遣

安全・安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援
安全・安心まちづくり

5,496 実施箇所 斑鳩町（６月24日）、曽爾村（７月８日）、
推 進 事 業

田原本町（８月５日）、御杖村（10月14日）、

香芝市（11月25日）、桜井市（１月20日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰 など

地域防災支援担当者制度の創設 選任数 ７名

奈良県地域防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主防犯活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 112事業所

情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と懇談会の実施

巡回数 51事業所 懇談会 平成30年11月13日

自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支

援する市町村に対し補助

補 助 率 1／2

補助上限 200千円／地区

補 助 先 生駒市、平群町、明日香村、広陵町、大淀町

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

自主防災組織率（％） 75.9 79.5 83.7

－19－



174 事 務 局 費 174,420 165,091 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 165,091] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
監 査 に お け る

事務局内研修の実施
外 部 専 門 人 材 の 108

平成31年１月29日
活 用 事 業

民間研修機関の講習会への参加

平成30年６月14日・15日、平成31年３月７日・８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

172 安全・安心まちづくり 12,925 10,368 ５ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 [㊀ 10,368]
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心
千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の策定

まちづくり推進課
全国地域安全運動奈良県民大会の開催

開催日 平成30年10月６日 参加者数 約700名

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 247名

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

リーダー研修修了者を対象としたフォローアップ研修の実施

開催日 平成31年２月26日 受講者数 123名

場 所 奈良県文化会館

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

46回延べ61名を自治会・自主防犯団体・自主防災組織などに派遣

安全・安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援
安全・安心まちづくり

5,496 実施箇所 斑鳩町（６月24日）、曽爾村（７月８日）、
推 進 事 業

田原本町（８月５日）、御杖村（10月14日）、

香芝市（11月25日）、桜井市（１月20日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰 など

地域防災支援担当者制度の創設 選任数 ７名

奈良県地域防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主防犯活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 112事業所

情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と懇談会の実施

巡回数 51事業所 懇談会 平成30年11月13日

自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支

援する市町村に対し補助

補 助 率 1／2

補助上限 200千円／地区

補 助 先 生駒市、平群町、明日香村、広陵町、大淀町

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

自主防災組織率（％） 75.9 79.5 83.7

総 務 費
－18－

174 事 務 局 費 174,420 165,091 経営資源を活用した行財政マネジメントの推進［「平成30年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 165,091] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
監 査 に お け る

事務局内研修の実施
外 部 専 門 人 材 の 108

平成31年１月29日
活 用 事 業

民間研修機関の講習会への参加

平成30年６月14日・15日、平成31年３月７日・８日

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

172 安全・安心まちづくり 12,925 10,368 ５ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 [㊀ 10,368]
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心
千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の策定

まちづくり推進課
全国地域安全運動奈良県民大会の開催

開催日 平成30年10月６日 参加者数 約700名

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 247名

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

リーダー研修修了者を対象としたフォローアップ研修の実施

開催日 平成31年２月26日 受講者数 123名

場 所 奈良県文化会館

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

46回延べ61名を自治会・自主防犯団体・自主防災組織などに派遣

安全・安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催

開催日 平成30年10月14日、11月４日、12月２日

場 所 奈良県農協会館

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援
安全・安心まちづくり

5,496 実施箇所 斑鳩町（６月24日）、曽爾村（７月８日）、
推 進 事 業

田原本町（８月５日）、御杖村（10月14日）、

香芝市（11月25日）、桜井市（１月20日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰 など

地域防災支援担当者制度の創設 選任数 ７名

奈良県地域防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主防犯活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 112事業所

情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と懇談会の実施

巡回数 51事業所 懇談会 平成30年11月13日

自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支

援する市町村に対し補助

補 助 率 1／2

補助上限 200千円／地区

補 助 先 生駒市、平群町、明日香村、広陵町、大淀町

成 果 指 標 28年度 29年度 30年度

自主防災組織率（％） 75.9 79.5 83.7

－19－


